
介護保険サービス事業者実地指導 主な指摘事項 

〔通所介護、地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護、通所型サービス〕 

 

１．人員に関する基準 

項目 事業所の状況 指導内容 

管理者 ①管理者の勤務実態が確

認できなかった。 

 

②管理者が生活相談員と

同一敷地内にある居宅介

護支援事業所の介護支援

専門員を兼務していた。 

①タイムカードや ICカードなどの客観

的な記録を用いて、常勤配置がわかるよ

うにしてください。 

②管理者を解釈通知に従い配置してくだ

さい。 

なお、管理者は管理する指定通所介護等

事業所の管理上支障がない場合は、当該

指定通所介護等事業所の他の職務に従事

し、または同一敷地内にある他の事業

所、施設等の職務を兼務することができ

ます。 

従業員の員数 ①生活相談員をサービス

提供日ごとにサービス提

供時間数に応じた配置を

していなかった。 

②生活相談員が配置され

ていない日があった。 

 

③生活相談員、看護職員

または介護職員のうち 1

人以上を常勤で配置して

いなかった。 

①②事業所ごとに、専従の生活相談員が

次の計算式を満たすように配置してくだ

さい。 

サービス提供日ごとに確保すべき勤務延

時間≧サービスを提供している時間数 

 

③生活相談員、看護職員又は介護職員の

うち１人以上を常勤で配置してくださ

い。 

勤務体制の確保 ①月ごとに作成する勤務

表で、従業者の日々の勤

務時間や常勤・非常勤の

別が明らかでなかった。 

（専従の従業者の配置、

兼務関係が明確になって

いなかった。） 

 

 

 

 

 

 

①原則として、月ごとの勤務表（予定

表・実績表それぞれ）を作成し、従業者

の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、

専従の従業者の配置、兼務関係など明確

にしてください。 

兼務している場合は、それぞれの職種

ごとに勤務状況を記載してください。 

また、サービス付き高齢者向け住宅等

に併設している事業所で、当該事業所の

従業者がサービス付高齢者向け住宅等の

従業者を兼務している場合は、それぞれ

の勤務状況を分けて記載してください。 

併設するサービス付き高齢者向け住宅



 

 

 

 

②研修を実施又は参加し

た記録や資料がなかっ

た。（研修を実施又は参

加していなかった。運営

規程で定めた内容・回数

の研修を実施していなか

った。） 

③ハラスメント防止のた

めの方針の明確化及び相

談体制の整備等の必要な

措置を講じていなかっ

た。 

等の勤務は基準上兼務することが認めら

れていないため、勤務時間を明確に分け

た上で、基準配置を満たしているか確認

してください。 

②従業者の資質向上のために、研修の機

会を確保し、実施したことがわかるよう

に記録を残してください。 

 

 

 

 

③事業者は、職場におけるハラスメント

（セクシュアルハラスメント（上司や同

僚に限らず、入所者（利用者）やその家

族等から受けるものも含む。）やパワー

ハラスメント）の防止のための雇用管理

上の措置を講じてください。 

※ 介護現場では特に、利用者又はその

家族等からのカスタマーハラスメントの

防止が求められています。 

 

２．運営に関する基準 

項目 事業所の状況 指導内容 

運営規程・ 

重要事項説明書 

①運営規程で定めている

内容と重要事項説明書に

書かれている内容が一致

しなかった。 

 

②通常の事業の実施地域

に過不足があった。 

①それぞれの記載内容が一致するように

整合性を図ってください。 

変更した年月日、内容を運営規程の附

則に記載することで、事後に確認しやす

くなります。 

②実施地域が広い事業者は、記載地域に

過不足がないよう確認してください。 

運営規程 運営規程に規定する項目

が不足していた。 

 

 

 

 

 

 

条例（指定基準）でサービス種類別に

運営規程に盛り込む項目が規定されてい

るので、漏れのないように定めてくださ

い。また、解釈通知の留意点も参考にし

てください。 

※通常の事業の実施地域を超えた場合の

交通費の額については、「１km○○円」

など、実費相当額となるよう具体的に規

定してください。 

重要事項説明書 ①重要事項説明書に規定 ①平 11老企第 25号で例示されている



する項目が不足してい

た。 

 

 

 

 

②運営規程に規定してい

ない費用を重要事項説明

書に記載していた。 

項目（運営規程の概要、職員の勤務体

制、事故発生時の対応、苦情処理の体

制、第三者評価の実施状況（実施の有

無・直近の実施年月日・実施評価機関の

名称・評価結果の開示状況等））につい

ては必ず記載してください。 

②利用者から徴収する費用については、

運営規程で個別かつ具体的に規定してく

ださい。 

重要事項の掲示 ①掲示していなかった。 

②事務室内に掲示してい

た。 

③掲示の内容が古かっ

た。 

 

 

 

 

 

 

④掲示している重要事項

等に、市区町村の苦情相

談窓口が入っていなかっ

た。 

①～③運営規程の概要や従業者の勤務体

制、その他の利用者のサービスの選択に

資すると認められる重要事項は、最新の

ものを相談室や玄関など、利用者等が見

やすい場所に掲示してください。（高く

離れたところに掲示することは不適切） 

なお、重要事項を記載したファイル等

を介護サービスの利用申込者、利用者又

はその家族等が自由に閲覧可能な形で事

業所内に備え付けることで掲示に代える

ことができます。 

④掲示には、苦情相談窓口も記載してく

ださい。 

市区町村の苦情相談窓口は、運営規程

で定める通常の事業の実施地域の市区町

村（さいたま市は該当する区ごと）すべ

ての介護保険担当課名・電話番号を記載

してください。 

個別サービス計画 ①居宅サービス計画の内

容が個別サービス計画書

に記載されていなかっ

た。 

②モニタリングを実施し

ていなかった。 

 

③計画の作成又は変更す

る時にアセスメントを実

施していなかった。 

④事前に利用者等に計画

を説明し、同意を得てい

なかった。 

①居宅サービス計画が作成されている場

合には、その内容に沿って個別サービス

計画書を作成してください。 

 

②計画期間終了までに少なくとも 1回は

モニタリングを実施し、必要に応じて計

画を見直してください。 

③④解釈通知（平 11老企第 25号）等

に従い、個別サービス計画を作成してく

ださい。 

 

 

 



⑤介護予防通所介護につ

いて利用者の状態、サー

ビスの提供状況等を１月

に１回以上介護予防支援

事業者に報告していなか

った。 

⑤介護予防通所介護について、利用者の

状態、サービスの提供状況等を１月に１

回以上介護予防支援事業者に報告してく

ださい。 

 

サービス提供の記

録 

提供した具体的なサー

ビス内容の記録が不足し

ていた。 

サービスを提供した際には、提供日、

提供した具体的なサービス内容、利用者

の心身の状況その他必要な事項を書面

（サービス提供記録、業務日誌等）に記

録してください。 

利用料等 法定代理受領サービス

に該当しない地域密着型

通所介護の利用者から法

定代理受領サービスの費

用基準額を超える利用料

を徴収していた。 

法定代理受領サービスに該当しない地

域密着型通所介護を提供する場合には、

利用者から支払いを受ける利用料の額

と、法定代理受領サービスである地域密

着型通所介護に係る地域密着型サービス

費用基準額との間に、不合理な差額が生

じないようにしてください。 

その他の日常生活

費の利用者負担 

日常生活費の内訳が明

らかにされていなく、利

用者から一律に徴収され

ていた。 

選択の余地がなく、すべての利用者か

ら画一的に徴収することは認められてい

ません。 

【参考】「通所介護等における日常生活

に要する費用の取扱いについて」厚労省

通知（平成12年3月30日老企第54号） 

領収証への医療費

控除対象額等の記

載 

医療費控除の対象とな

る利用者に交付する領収

証に、「医療費控除対象

額」と「居宅介護支援事

業者等の名称」を記載し

ていなかった。 

医療費控除の対象者は居宅サービス、

介護予防サービスの利用者全員ではない

ので、注意してください。 

対象となる利用者に交付する領収書に

は、「医療費控除対象額」と「居宅サー

ビス計画又は介護予防サービス計画を作

成した事業所名」を記載してください。 



 

  

※ 医療費控除の対象者、医療費控除の対象額 

 １ 次の①又は②の利用者（①、②とも介護予防サービスを含む） 

  ① 医療系サービス（訪問看護、訪問リハ、居宅療養管理指導、

通リハ、短期入所療養介護 等） 

  ② ①の医療系サービスと併せて、訪問介護（生活援助中心型

を除く）、訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護を利

用する場合 

【医療費控除対象額：介護保険対象分の自己負担額】 

 ２ 次の①又は②において、介護福祉士等による喀痰吸引等が行

われた場合（①、②とも介護予防サービスを含む） 

  ① 医療系サービスと併せて利用しない訪問介護（生活援助中

心型を除く）、訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護

を利用する場合 

  ②生活援助中心型の訪問介護を利用する場合 

【医療費控除対象額：介護保険対象分の自己負担額の10％】 

【参考】「介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控

除等の取扱いについて」厚生労働省事務連絡（平成28年10月3日） 

 

事故発生時の対応 事業所でのサービス提供

によって発生した事故に

ついて、市町村に事故報

告を行っていなかった。 

サービスの提供によって事故が発生し

た場合には、市町村、利用者の家族、居

宅介護支援事業者等に対して連絡を行う

とともに、必要な措置を講じてくださ

い。 

また、事故の状況やその措置等は必ず

記録してください。 

非常災害対策 ①避難訓練を実施してい

なかった。 

 

②非常災害に対する具体

的な計画が作成されてい

なかった。 

①消火訓練及び避難訓練は定期的（従業

者と利用者の合計が30人以上の場合、

年2回以上）に実施してください。 

②火災や地震などの災害の発生に備え、

緊急時の対応の具体的内容及び手順、職

員の役割分担、避難訓練計画等を定めた

計画を作成してください。 

運営推進会議 

（地域密着型通所

介護、認知症対応

型通所介護） 

①運営推進会議を開催し

ていなかった。 

 

 

②会議内容について、公

表していなかった。 

①運営推進会議は地域密着型サービス事

業所が自ら設置することを義務づけられ

たもので、おおむね６月に１回（年２回以

上）開催してください。 

②会議の内容は議事録を作成し、ホーム

ページへの掲載や事業所の入口への掲示

等により公表してください。 



３．介護給付費の算定及び取扱い 

項目 事業所の状況 指導内容 

事業所規模の区

分 

（通所介護の

み） 

①事業所区分の計算をし

ていなかった。 

①通所介護費は、事業所の規模と利用者

の要介護区分、サービスの提供時間に応

じて事業所区分が決まります。 

事業所区分の計算結果は事業所規模を

判定する根拠となるので、保存してくだ

さい。 

送迎未実施減算 

（通所型サービ

ス除く） 

①送迎記録はあるが、報酬

算定時に確認していなかっ

た。 

②送迎記録がなかった。 

①報酬算定時には、送迎記録で家族送迎

等がないか確認のうえ、請求してくださ

い。 

②送迎記録は実際に送迎実施している証

明になるので、適切に記録してくださ

い。 

入浴介助加算 

（通所型サービ

ス除く） 

①入浴計画の作成や個別

サービス計画上に入浴介

助の位置付けがなかっ

た。 

②算定根拠の記録が複数

あり、入浴の実施回数が

一致しなかった。 

①入浴介助加算を算定する場合は、入浴

計画を作成するか、個別サービス計画上

に入浴介助を位置づけてください。 

 

②記録方法を整備し、適切に記録してく

ださい。 

中重度者ケア体

制加算 

（通所介護、地

域密着型通所介

護） 

①サービス提供時間帯を

通じて配置されるべき看

護職員について配置され

ていることが確認できな

かった。 

②管理者が看護職員を兼

務していた。 

①サービス提供時間帯を通じて配置され

るべき看護職員について、他職種との兼

務関係を明らかにした上で確保されてい

ることがわかるよう適切に記録してくだ

さい。 

②サービスを行う時間帯を通じて専ら当

該サービスの提供に当たる看護職員を 1

名以上配置してください。 

なお、当該加算の提供に当たる看護職員

は、他の職務（管理者含む）との兼務は

認められません。 

個別機能訓練加

算 

①専ら機能訓練指導員の

職務に従事する理学療法

士等を配置していなかっ

た。 

②個別指導訓練計画を多

職種共同で作成している

か確認できなかった。 

 

①専ら機能訓練指導員の職務に従事する

理学療法士等を１人以上配置してくださ

い。 

 

②居宅訪問等で把握した利用者のニー

ズ・日常生活や社会生活等における役割

及び心身の状況に応じ、個別機能訓練指

導員等が多職種協働で個別機能訓練計画



 

 

③個別機能訓練の実施状

況について確認できなか

った。 

 

④機能訓練指導員等が利

用者の居宅を訪問し、ニ

ーズを把握するとともに

居宅での生活状況を把握

していなかった。 

 

 

⑤訓練目標を踏まえた訓

練項目を設定していなか

った。 

を作成したことが分かるように記録して

ください。 

③個別機能訓練ついては適切に記録し、

個別機能訓練の効果等をふまえた個別機

能訓練の目標の見直しや訓練項目の変更

を行ってください。 

④開始前及び３月ごとに１回以上、利用

者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生

活状況（起居動作、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ等

の状況）を確認してください。また、利

用者又はその家族に対して個別機能訓練

の実施状況や個別機能訓練の効果等につ

いて説明し、記録してください。 

⑤個別機能訓練計画の作成にあたって

は、訓練目標を踏まえた訓練項目を設定

してください。 

運動器機能向上

加算 

①専ら機能訓練指導員の

職務に従事する理学療法

士等を配置していなかっ

た。 

②運動器機能向上計画を

多職種が共同して作成し

ていなかった。 

③利用開始時にリスク評

価、体力測定等を行って

いなかった。 

④短期目標を見直しして

いなかった。 

 

 

⑤事後アセスメントにお

いて、長期目標の達成度

を評価していなかった。 

⑥事後アセスメントの結

果を介護予防支援事業所

に報告していなかった。 

①専ら機能訓練指導員の職務に従事する

理学療法士等を１人以上配置してくださ

い。 

 

②運動器機能向上計画は、多職種が共同

して作成してください。 

 

③利用開始時に運動器機能向上サービス

実施にあたってのリスク評価、体力測定

等を実施してください。 

④短期目標は、長期目標を達成するため

に位置付けるものであり、概ね１月ごと

に行うモニタリングの結果に応じて適切

に見直してください。 

⑤事後アセスメントにおいて、長期目標

の達成度の評価も行ってください。 

 

⑥事後アセスメントの結果を介護予防支

援事業所に報告し、継続的に運動器機能

向上サービスを実施するか判断を仰いで

ください。 

生活機能向上連

携加算 

①連携している医療提携

施設の理学療法士等が、

３月に１回以上事業所に

①３月に１回訪問したことがわかるよう

に記録を残してください。 

 



訪問しているか確認がで

きなかった。【生活機能向

上連携加算Ⅱのみ】 

②連携している医療提携

施設の理学療法士等と事

業所の機能訓練指導員

が、共同で個別機能訓練

計画の進歩状況等を評価

しているか確認できなか

った。 

 

 

 

②各月における評価の内容や目標状況に

ついては、機能訓練指導員が、利用者又は

その家族と利用者と理学療法士等に報

告・相談し、必要に応じて利用者又はその

家族の意向を確認し、理学療法士等から

必要な助言を得た上で、改善状況を踏ま

えた目標の見直しや訓練内容の変更など

適切な対応が必要になります。 

理学療法士等からの助言内容等を記録す

る等、共同で個別機能訓練計画の進歩状

況等を評価していることがわかるよう示

してください。 

口腔機能向上加

算 

①利用者が、厚生労働大

臣が定める基準に適合し

ているか確認できなかっ

た。 

 

 

②言語聴覚士、歯科衛生

士、看護職員、介護職員、

生活相談員その他の職種の

者が共同して、口腔機能改

善管理指導計画を作成して

いなかった。 

③口腔機能の状態の評価結

果について、介護支援専門

員等に情報を提供していな

かった。 

①認定調査票における嚥下、食事摂取、

口腔清潔の３項目のいずれかの項目にお

いて 「１」以外に該当する者」であっ

て、口腔機能向上サービスの提供が必要

と認められる者であるか確認してくださ

い。 

②利用開始時に、アセスメントを行い、

言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護

職員、生活相談員その他の職種の者が共同

して、口腔機能改善管理指導計画を作成し

てください。 

 

③利用者の口腔機能の状態に応じて、定

期的に、利用者の生活機能の状況を検討

し、おおむね 3月ごとに口腔機能の状態

の評価を行い、その結果について、当該

利用者を担当する介護支援専門員や主治

の医師、主治の歯科医師に対して、情報

を提供し記録してください。 

介護職員処遇改

善加算Ⅰ 

介護職員処遇改善計画書を

介護職員に周知していなか

った。 

介護職員処遇改善計画書は、すべての介

護職員に周知してください。 

介護職員処遇改

善加算Ⅱ 

①介護職員処遇改善計画

書の内容をすべての介護

職員に周知していなかっ

①～③すべての介護職員に周知してくだ

さい。 



た。 

②介護職員の任用の際に

おける職位、職責又は職

務内容等に応じた任用等

の要件（介護職員の賃金

に関するものを含む）を

すべての介護職員に周知

していなかった。 

③介護職員処遇改善計画

の期間中に実施する介護

職員の処遇改善の内容

（賃金改善に関するもの

を除く）及び当該介護職

員の処遇改善に要する費

用の見込額をすべての介

護職員に周知していなか

った。 

 


